Japanese Companies in the U.S. and China : Foreign Direct Investment, Intra-firm Trade, and Divestment by 小山, 大介
 立命館国際地域研究　第37号　2013年3月 75
＜論　文＞
米中市場における日本企業の海外事業活動
― 対外直接投資・企業内貿易・撤退分析 ―
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This paper examines the trends in overseas business activities by Japanese 
multinational enterprises in the United States and China in the 2000s, especially foreign 
direct investment, intra-firm trade, and strategic divestment. The presented analyses 
indicate three main arguments about this so-calld “Asian-Shift.” First, Japanese companies 
expanded across Asia, especially China, during the 2000s. Second, they reduced their 
relative positions in the U.S. market through the divestment of subsidiaries. Third, these 
trends were mainly driven by large Japanese manufacturing firms.
Controversy surrounding thise “Asian-Shift” and so-called “multipolarization” in the U.S. 
may reflects the changing global economic structure as well as the shifting of overseas 
business activities by multinational enterprises.
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はじめに
アメリカにおける景気回復の遅れ、欧州の通貨危機および財政再建問題の深刻化と長期化に
ともない、リーマン・ショック後、いわゆる「アジア・シフト」と新興国の経済成長に関する
関心が高まっている。日本企業においても、海外事業活動の稼ぎ頭であったアメリカの収益額
が低下し、東南アジア各国、中国がこれを上回る状況が生まれている。
世界経済を見渡してみると、これまで先進国間投資・貿易を中心に行われていた多国籍企業
活動は、新興国・発展途上国へと波及し、近年では中国、韓国、ブラジル、インドに代表され
る新興国発の多国籍企業が、世界経済において大きな影響力を有するに至っている 1）。また経
済産業省発表の『通商白書』2012 年度版においても、世界経済全体の相互関係の高まりを指摘
しながら、最終消費地としてのアジア地域の重要性がますます高まっているとの見解が示され
ている 2）。このように日本企業を取り巻く世界経済環境は、2000 年代後半に大きく変化し、こ
れまでの生産拠点としてのアジア、最終消費地としての北米・ヨーロッパという構図が崩れつ
つあり、日本企業の海外進出戦略の再構築が進められている。
本論文での課題は、国際政治の舞台においてしばしば議論される日米中関係を経済の視点、
特に日系多国籍企業の海外事業活動から明らかにすることにある。またリーマン・ショック以
後、日本企業では中国などアジア各国を生産拠点ではなく市場と位置づけ、生産・販売戦略を
策定しており、事業戦略の主軸をアジアへとシフトしつつある。そこで日本企業の海外進出と
あわせて、海外現地法人の撤退動向を分析することにより、海外事業活動の再編過程を探る。
ここでは以下、2000 年代以降の日米中を取り巻く世界経済情勢および多国籍企業の撤退分析
における理論を簡単に紹介したのち、米中市場を中心とした日本企業の海外事業活動を進出と
撤退の両面から明らかにする。
Ⅰ　世界経済の構造変化と多国籍企業の撤退研究
1．世界経済の多極化と日米中関係
アメリカでは、2000 年代以降の世界経済の構造変化と、中国を含めた新興国の台頭をどのよ
うに捉えているのだろうか。この問題は、主として政治学の領域で活発に検討されているが、
世界経済におけるアメリカ経済の相対的地位の低下を含めた危機意識の表れが反映されている
ものともいえる。
さてアメリカにおける世界経済構造の変容に関する議論には、2007 年以降のサブプライム・
ローン問題の顕在化とそれ以降の金融不安、世界同時不況とアメリカ外交政策の転換が大きく
関わっているが、この議論は世界経済が「無極化」、あるいは「多極化」するという大きな二
つの主張に分類することができる。
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まず世界の「無極化」を唱えるリチャード・N・ハース（Richard N. Hass）は、「21 世紀の
国際関係における重要な特色を、無極化へと向かうこと」と捉え、世界に様々な「力」が存在
することにより、「1、2 カ国程度の国による世界支配は不可能となる」と分析している。また
この時述べられている「力」とは、国民国家を指すというわけではなく、①新興地域、②国際
機関、③州や都市、④メディア、⑤民兵組織、⑥財団などであるとしている 3）。これらの力が
世界で台頭することにより、世界のパワーは集中化の方向にではなく、分散へと向かい、無極
化が進むことにより、外交政策はより複雑化するというものである４）。そして、これまでの世
界構造が伝統的な多極構造の一つから根本的構造が変化していると主張している５）。
次に世界が「多極化」へと向かうという議論を展開しているのが、ファリード・ザカリア
（Fareed. Zakaria）である。氏は著書の中で、世界中で進行している大規模な変化を「アメリ
カ以外のすべての国の台頭」であると位置づけ、それは「第三の権力シフト」６）であるとし、
現在は権力が拡散していく時代であり、ヒエラルキーや中央集権、国家統制は弱体化しており、
世界は脱一国支配の方向へとシフトしていると主張している７）。さらにアメリカ国家情報会議
の報告書には、将来アメリカは、世界の主要国の一つにすぎなくなっており、第二次世界大戦
後に構築された世界秩序は、ほとんど姿を留めなくなるだろうとの見解が示されている８）。
このように金融危機発生前後から活発化してきた一連の議論の諸特徴は、第一にグローバリ
ゼーションが進展するなかで主要国および新興国が経済成長を行い、かつ地域経済統合が進む
なかで、世界規模での相互依存とそれに付随して経済活動が、1990 年代以降大きく拡大してい
ることを背景とし、第二に、アメリカの経済的、政治的、軍事的な相対的地位が低下し、新た
な世界構造へと転換するというものである。その時アメリカを含む先進各国は、経済的地位を
低下させることはあるが、大きく経済規模を縮小させることは無いとしながらも、多くの経済
的・政治的アクターを生み出し、世界における政治的発言力に大きな影響を与えることを危惧
する内容となっている。この時台頭しつつある主体として、中国、インドに代表される新興国
そして EUが主張の中心に存在し、アメリカの一極支配の終焉を主張するものとなっている。
ところでこの間、第一期オバマ政権発足を前後して、米中による新たなグローバル・ガバナ
ンスの構築を唱えた G-2 論が一時台頭し、米中協調体制確立の重要性がしきりに議論されてき
た９）。しかし肝心の中国が G-2 体制の構築に消極的であったこと、米中間での経済摩擦の存在
から現段階での G-2 体制によるグローバル・ガバナンスの強化については、否定的な見方が広
がっている 10）。そのため、アメリカにおける軍事力の過度なアジア・シフトに懸念を示した論
文 11）や、経済のグローバリゼーションを再度加速させるよう主張する意見も存在している 12）。
日中関係については、日米、米中関係を基礎的土台として構築されているが、尖閣諸島を巡
る対立、中国国内で発生した反日デモなどから、日中関係は政治的に大きく後退しており、早
期の関係改善が見込めない状態にある。
このような状況下にあって日本企業は、タイ・ベトナム・インドネシアなど東南アジアでの
78 小山　大介：米中市場における日本企業の海外事業活動
事業を強化する動きを見せているが、中国における事業活動を重視する姿勢にも基本的に変化
は見受けられない。この 2000 年代末から 2010 年代初頭における政治経済的動きを正確に理解
する上でも、米中両国における日本企業の事業活動の実態を明らかにする必要がある。
2．海外および日本における撤退研究
日本企業の海外事業活動の中心が欧米からアジアへとシフトしていることを明らかにしよう
とするとき、日本企業の海外進出戦略のみならず戦略的撤退の動向を分析し、事業の再編成過
程を明らかにする必要がある。そこでこれまでの海外からの撤退に関する議論の整理を行うが、
撤退研究は多国籍企業の海外事業活動を、進出・撤退が一体となったものであるとの位置づけ
により、多国籍企業論創生期から少なからず行われてきた。
まず多国籍企業の海外からの撤退について最初に注目されたのは、旧植民地各国が先進各国
からの独立を果たし、国連本会議において新国際経済秩序（NIEO）の採択が盛り込まれた
1960 年代から 70 年代にかけてである。この時期、ハーバード大学のMNEプロジェクトにお
いて、James W. Vaupal and Joan P. Curhanが 1951 年から 1975 年までのアメリカ製造業 180
社の海外事業活動と撤退動向調査・分析を実施している 13）。またより体系的な分析としては、
Roger L.Tornedenによる研究が挙げられる。この研究は、アメリカのビジネス雑誌
「FORTUNE」誌が毎年発表する、アメリカ巨大企業ランキング、「FORTUNE 500」をサンプ
ル企業として、460 社にヒアリングを実施し、作成された労作となっている 14）。氏の分析により、
アメリカ親会社 460 社は、1967 年から 71 年の間に、3,238 社の海外子会社を設置しながら、
515 社の子会社を撤退させていたこと、進出企業数が多い国で撤退が多くなっていることが明
らかとなっている 15）。
また、氏は上記と同様の研究手法を使い 1975 年までのアメリカ企業の撤退動向を分析して
いるが、これによると 1972 年から 75 年までの間に、少なくともアメリカ多国籍企業の外国子
会社 1,004 社の撤退が発生しており、発展途上国でのナショナリズムの高まりについても注意
を寄せている 16）。このほか、イギリス多国籍企業の撤退については、Sachdev, Jagdishの研究
が存在する 17）。またこれらの実証研究をもとに多国籍企業論としての理論構築も試みられ、
Michael C. McDemottらにより、撤退へのプロダクト・ライフ・サイクル論や折衷理論への応
用が行われているほか 18）、近年ではグローバル経営戦略論「Integration Responsiveness　
Framework」から、各企業の撤退戦略の差異を明らかにする研究も行われている 19）。
日本における多国籍企業の撤退研究は、欧米における研究よりも 10 年程度遅れて開始され
たが、海外事業からの撤退研究に長期間取り組んできたのは、むしろ日本の研究者であり企業
関係者であったといえる。それは、日本企業が海外進出を開始する 1960 年代以降、常に外的
環境の変化に悩まされてきたことを物語っている。
日本における撤退研究の先駆としては、竹田による繊維産業の撤退事例を扱った論文 20）を挙
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げることができ、その後、数は少ないながらも、日本企業の海外進出が活発化するなかで、一
定の研究が行われてきた。代表的なものとして、『日経ビジネス』と日本在外企業協会による
調査の 2点を挙げることができる。まず『日経ビジネス』による調査研究は、具体的な海外か
らの撤退事例を紹介し、各企業の失敗事例を分析する内容となっている。また調査結果から、
海外子会社は、永続的なものではなく、「撤退するものである」と強調されており、進出前の
事前調査、合弁企業設置の際のパートナー選択、撤退時における迅速な経営判断が重要である
と指摘している 21）。
また、日本在外企業協会においては、1970 年代末から 1990 年代初頭までの長期に渡って、
日本企業の進出と撤退をテーマとした調査研究が行われている。このうち、1979 年 3 月に発表
された調査研究では、海外からの撤退を行った日本企業 18 社のケーススタディを中心としな
がら、各種新聞・雑誌によって報道された撤退事例 40 社についても独自の分析がくわえられ
ている 22）。
体系的な撤退研究としては、1980 年代から 1990 年代における竹田、洞口の研究が存在して
いる。竹田はその研究のなかで「戦略的撤退」という概念を用い、日本企業の撤退行動につい
て分析しており 23）、洞口は主として東洋経済新報社出版の『海外進出企業総覧』を利用するこ
とにより、1970 年代から 1980 年代までの撤退動向を分析している 24）。
これらの研究のほか、日米企業の撤退について分析した相原 25）、企業の撤退行動の戦略性に
ついて論述した今木の研究 26）、中小企業事業団の撤退に関する実態調査を利用した分析を行っ
ている石川の研究 27）などが存在するとともに、1980 年代後半から 2000 年代初頭における海外
進出と撤退について、双方向からの分析をくわえた小山の研究がある 28）。
このように多国籍企業の海外進出と撤退についての研究は、国内外において、数は少ないな
がらも、1970 年代から 1990 年代を通して断続的に行われてきたのである。
3．海外事業活動分析における撤退研究の意義
ここまで簡単ではあったが、国内外における多国籍企業の撤退研究を整理することにより、
当該領域における研究が 1970 年代から 1990 年代に断続的ではあったが、行われてきたことが
明らかとなったが、この間多国籍企業研究は、先進国企業分析を中心としながら、経済学的領
域と経営学的領域とが混ざり合う形で進められてきた。
しかし、多国籍企業論、国際経営戦略論のなかにあって撤退研究は、分析対象が海外現地法
人であり、子会社にくわえ孫会社を把握することが困難であることから統計の整備が進んでお
らず、個別企業へのヒアリング調査や各種団体が実施しているアンケート調査に依存せざるを
得ないのが現状である。また 1990 年代以降、経済のグローバリゼーションが急速に進み、多
国籍企業の海外事業活動が飛躍的に拡大しているにも関わらず、撤退研究はほとんど行われて
おらず、多国籍企業の海外進出と撤退研究の継続的な研究が質・量ともに必要な状況にあると
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いえる。
特に世界経済構造がアメリカを中心とした体制から新たな体制へと変容しつつあるなかで、
多国籍企業の海外事業活動のウエイトが、ある地域（欧米）から別の地域（中国・アジア）へ
とシフトすることで行われる事業の再編成過程を明らかにすることは、多国籍企業の機動性と
戦略性を理解し、多国籍企業がもつ「正」と「負」の側面を正確に把握することにも繋がるこ
とから、研究の重要性はますます高まっているといえる。
Ⅱ　米中市場における海外事業活動の実態
1．日本企業の海外進出と撤退に関する定義と分析手法
日本企業による海外進出と撤退動向分析を行う前に、撤退の定義、分析に利用する統計につ
いて予備的考察を行う。
まず多国籍企業による撤退には、子会社（現地法人）を海外から撤退させることと、ある事
業から撤退することの 2通りが考えられるが、本論文では、子会社（現地法人）を海外から撤
退させる行為についての分析を行う。よってここでいう撤退とは、「本国の親会社が在外子会
社の企業活動に対する支配を放棄すること」である 29）。これは「進出」、つまり海外直接投資
の定義が、「非居住者がある国における企業に対して長期的な関係、持続的な影響力、支配の
行使を目的として行う投資」30）を指すのとは、真逆の企業行動である。
次に、撤退分析に主として利用する統計についてだが、前節でも指摘したとおり、日本企業
の撤退を含めた海外事業活動について、その全体像を網羅するような統計は、現在のところつ
くられていない。そのため政府、調査会社、研究者等が行うヒアリング調査やアンケート調査
に依存せざるを得ないのが現状だが、比較的信頼性が高く、時系列的分析が可能な統計が 2つ
存在している。ひとつは、経済産業省による『海外事業活動基本調査』である。この調査は
1971 年から毎年実施され、第 41 回調査（2010 年調査）までが閲覧可能であり、3年に一度よ
り詳細な調査が実施されている。ただしアンケート調査であるため、毎年の回答率に差異があ
ることに注意する必要がある 31）。
ふたつ目は東洋経済新報社が発行している『週刊東洋経済　海外進出企業総覧』であり、国
別編、会社編の 2冊に分かれ、各種報道や企業発表、有価証券報告書に記載のある新規進出現
地法人、撤退・被合併現地法人について、1980 年代後半以降、分析可能なデータを提供してい
る。
ここでは、この 2つの統計を利用することにより、両統計がもつ長所と短所を補いつつ、
2000 年代における日本企業の海外事業活動を米中市場という視点に立ち、分析をくわえるもの
である。
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2．直接投資および新規現地法人設置動向
東洋経済新報社『海外進出企業総覧』によれば、2011 年末の段階で、多国籍化を果たしてい
る日本企業は、4,266 社存在し、23,858 社の現地法人を抱えている 32）。日本企業の海外進出は、
第二次世界大戦後の 1950 年代から石油に代表される戦略物資の確保を目的として開始された
が、1960 年代には繊維産業など一部の製造業においてすでに活発に行われていた。そのため
1973 年の第一次石油危機までに二度の海外進出ブームが存在している 33）。
1980 年代には、急速な円高と高い国際競争力を背景として、製造業、製造業に付随した卸売
業、金融・保険業など多くの企業が海外進出を果たし、対外直接投資額の面でも世界経済に大
きな影響を与えた。1990 年代のバブル崩壊と日本経済の長期低迷は、日本企業の海外直接投資
額の伸び悩みの原因となったが、日本企業による海外直接投資は、世界経済情勢の変化からく
る諸影響を受けながらも、順調に拡大してきたといえる。ただし、1980 年代から 1990 年代初
頭に比べて、投資額の面では世界的影響力は以前より低い水準にある。
だが、2000 年代、中国のWTO加盟に代表される新興国経済の自由化・規制緩和、インド、
ブラジル、ベトナム、インドネシアなどの新興国の台頭、リーマン・ショック・欧州財政危機
による先進各国の相対的地位の低下により、日本企業の海外事業戦略は大きな転換期を迎えて
いるといえる。
では 2000 年代以降の日本企業による米中市場への進出はどのような状況にあったのだろう
か。表 1によると、日本企業は世界・国内経済の景気変動のなかで進出件数を増減させながら
も、つねに 600 社以上の海外現地法人を設立させてきた。そのなかでアメリカ、中国における
表 1　日本企業における新規海外現地法人設立と撤退数（単位：社、%）
全体 アメリカ 中国
新規進出 撤退 撤退率 新規進出 撤退 撤退率 新規進出 撤退 撤退率
2000 年以前 13,204 4,893 37.1% 1,850 1,336 72.2% 2,255 242 10.7%
2001 860 585 68.0% 107 175 163.6% 260 42 16.2%
2002 983 605 61.5% 96 205 213.5% 451 40 8.9%
2003 984 440 44.7% 89 109 122.5% 487 43 8.8%
2004 1,065 468 43.9% 92 107 116.3% 536 55 10.3%
2005 1,033 453 43.9% 91 123 135.2% 491 61 12.4%
2006 984 406 41.3% 93 79 84.9% 379 77 20.3%
2007 775 472 60.9% 76 111 146.1% 257 82 31.9%
2008 773 434 56.1% 77 78 101.3% 202 94 46.5%
2009 590 467 79.2% 52 113 217.3% 300 111 37.0%
2010 639 411 64.3% 43 85 197.7% 216 84 38.9%
2011 662 269 40.6% 40 55 137.5% 223 57 25.6%
注：「撤退率」とは、撤退数を新規現地法人設立数で割ったもの。
出所： 東洋経済新報社編『週刊東洋経済　海外進出企業総覧　国別編』東洋経済新報社、2009、2010、
2011、2012 年度版より作成。
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現地法人の設立件数は、日本企業の全現地法人設立件数の 50%以上に達しており、当該市場
が戦略的に最も重要な、あるいは将来有望な市場であると認識されている。特に中国本土は、
最大時で新規進出件数が 1,000 件を超え、全設立現地法人の 50％が新設され、中国のWTO加
盟後の 2002 年からリーマン・ショック直前の 2007 年までの間に、少なく見積もって 2,601 社
の現地法人が設立された 34）。
その結果 2000 年代半ばには、これまで最大の進出国であったアメリカにかわって、中国が
現地法人数で最大の進出国となっている。つまり 2011 年末の時点で、『週刊東洋経済　海外進
出企業総覧』に記載されている全現地法人 23,852 社のうち、5,695 社（香港 1,170 社を除く）
が中国立地法人であり、アメリカは 3,204 社となっている。このようにアメリカ、中国におけ
る海外事業活動は、日本企業の「要」との言うべき存在だが、後述するように撤退動向を合わ
せて分析すると、両市場の状況は異なり、市場の拡大とともに急成長する中国市場とは対照的
にアメリカでは、1990 年代から現地法人数に大きな変化はなく、現状維持から再編段階にあり、
市場がすでに成熟しているといえる。
ここまで日本企業による対外直接投資動向を整理すると、1980 年代から 1990 年代初頭にか
けて世界経済に大きな影響を与えたが、バブル経済の崩壊と欧米企業を中心としたクロスボー
ダー・M&Aの急増により、その世界的影響力を相対的に低下させてきた。だが近年その投資
額は、中国・アジアを中心に、回復のきざしを見せているのである。
次に米中市場における対外直接投資を、2010 年度を手がかりとして分析してみよう。これに
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図 1　2010 年における日本の直接投資状況（単位：億円、件数）
注：海外へと向かう矢印は対外直接投資フロー、日本へと向かう矢印は直接投資収益を表す。
出所： 国際収支統計については、財務総合経済研究所編『財務金融統計月報』717 号、2012 年 1 月、子会
社数については、東洋経済新報社『週刊東洋経済　海外進出企業総覧』2012 年度版より作成。
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よると日本は、2010 年において総額 4兆 9,388 億円の対外直接投資を行ったが、米中への投資
額は、それぞれ 6,282 億円、7,968 億円に達し、両国あわせて全体の約 30％に達する規模になっ
ている。このほか主要投資国としてシンガポール、タイなどの東南アジア地域、イギリスなど
欧州各国があるが、アジア向け投資が大幅に増大しつつある。また近年欧米市場を中心として
大型M&A成立件数が増加しており、日本企業の対外直接投資額は 10 兆円を超える規模に達
する年も存在する。
対外直接投資残高 67 兆 6,911 億円は、アジア、北米、欧州市場の三極に分散し、アジア地
域の投資残高が、北米市場と同水準に達しつつある。しかし、中国における投資残高は5兆4,187
億円であり、アメリカの 20 兆 5,246 億円の約 26%の規模であり、中国は進出現地法人数が急
増しているものの、1社あたりの投資残高では 10 億円と、アメリカの 63 億円とは大きな開き
があるばかりか、香港の 11 億円よりも低い水準にある。このような直接投資動向にくわえ、
表には掲載していないが、日本の直接投資を構成する「株式資本」、「再投資収益」、「その他資本」
のうち、時系列的には「再投資収益」が増大する傾向があり、その割合は、2002 年末の 10.9％
から 2010 年末には 21.8％へと 2倍に拡大している。これは、直接投資のうち、本国親会社か
らの投資にくわえ、海外現地法人で得た利益を地域内で再投資していることの表れでもある。
これらの直接投資動向にくわえ、日本企業は 2兆 8,594 億円にも上る直接投資収益を計上し
ており、収益がマイナスとなっているアメリカにかわって、中国、香港などアジア各国・地域は、
日本企業の単なる生産拠点に留まらず、利益獲得拠点へと変貌を遂げている。
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図 2　日本企業の貿易・取引トライアングル（2010 年）
出所： 経済産業省海外事業活動基本調査データベース（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kaigaizi/
index.html　アクセス日：2012 年 11 月 17 日）より作成。
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3．企業内貿易・現地販売動向
経済産業省が発表している『海外事業活動基本調査』によると、2010 年度に日本企業は親会
社ベースで 340 兆円の売上高を有し、現地法人による販売額は 180 兆円に達している 35）。この
現地法人販売額の内訳は、日本向け輸出 18 兆円、現地販売 115 兆円、第三国向け輸出 51 兆円
となっている。このうち企業内貿易に着目したものが 2図であり、アメリカ、中国、香港の企
業内世界分業構造が図式化されている。
まず注目すべき点は、日中間の多国籍企業関連貿易収支、企業内貿易収支がともに黒字を計
上していることである。香港との貿易では収支の均衡が保たれているが、日米間についてはほ
とんどの貿易が企業内貿易であり、この動向は在米外国子会社の分析おいても同様の結果と
なっている 36）。このように日本国内にある貿易収支黒字の大部分は日本の多国籍企業による企
業内貿易によってもたらされたものとなっている。
現地法人による輸出と調達を 3地域で見てみると、中国、香港ともにアジアの生産・販売ネッ
表 2　日系現地法人の米中市場における現地販売額および経常利益（単位：億円）　
2005 年 2010 年
アメリカ 中国 香港 アメリカ 中国 香港
現地販売額 経常利益 現地販売額 経常利益 現地販売額 経常利益 現地販売額 経常利益 現地販売額 経常利益 現地販売額 経常利益
合　計 521,739 24,049 69,637 4,450 29,844 1,885  合　計 330,474 14,921 199,223 17,311 32,828 1,904 
製 造 業 249,538 12,167 51,161 3,756 9,467 771  製 造 業 157,174 9,846 128,244 13,522 9,828 450 
 食 料 品 3,362 255 3,071 224 245 29  食 料 品 4,048 - 7,414 700 256 18 
 繊維 793 71 1,282 70 250 21  繊維 596 17 1,021 269 89 11 
 木材紙・パルプ 981 -7 - - - -  木材紙・パルプ 666 -3 388 - - -
 化学 19,862 1,486 3,373 183 458 28  化学 19,203 4,328 7,330 687 125 20 
 石油・石炭 1,990 16 - - - -  石油・石炭 2,251 20 455 20 - -
 窯業・土石 1,736 - 1,045 124 - -
 鉄鋼 3,423 644 210 1 221 12  鉄鋼 2,457 - 6,323 - - -
 非鉄金属 1,341 -155 185 65 371 18  非鉄金属 1,310 - 5,618 145 239 6 
 一般機械 16,211 786 1,867 584 931 90  金属製品 794 6 1,863 175 68 1 
 電気機械 5,186 246 3,916 408 536 175  はん用機械 3,783 233 2,318 - - -
 情報通信機械 44,142 37 6,825 296 4,298 263  生産用機械 6,855 713 5,420 414 158 21 
 輸送機械 126,418 7,683 1,949 - 25 -  業務用機械 3,151 - 1,407 325 503 34 
 精密機械 3,756 186 - 125 1,161 27  電気機械 4,828 161 8,038 897 244 19 
 その他の製造業 22,072 919 278 260 - -  情報通信機械 22,732 - 9,008 899 6,979 203 
 輸送機械 68,861 3,554 66,678 7,641 0 14 
  その他の製造業 13,904 131 3,916 544 888 82 
非製造業 272,202 11,882 18,475 694 20,378 1,114  非製造業 173,300 5,075 70,979 3,789 23,000 1,454 
 農林漁業 87 16 68 5 - -  農林漁業 50 -19 125 7 - -
 鉱業 763 749 - -1 - -  鉱業 896 -316 7 - - -
 建 設 業 2,145 15 1,138 35 59 -3  建 設 業 1,955 - 932 25 0 -6 
 情報通信業 1,247 54 241 9 - 3  情報通信業 2,595 65 450 60 6 9 
 運 輸 業 10,209 288 1,102 72 1,271 124  運 輸 業 4,152 97 1,490 120 134 82 
 卸 売 業 212,729 7,153 13,494 448 16,877 808  卸 売 業 131,777 1,747 60,982 3,304 9,995 1,238 
 小 売 業 33,435 541 1,544 49 1,444 64  小 売 業 26,664 149 4,228 75 528 40 
 サービス業 3,516 1,319 642 20 145 11  サービス業 3,245 613 1,974 104 3 19 
 その他の非製造業 8,070 1,747 - 57 - 107  その他の非製造業 1,967 - 791 - 8 71 
注： 2005 年度実績と 2010 年度実績になる業種分類は、日本標準産業分類をもとに作成されており、2002 年、
2007 年の改定とあわせて変更がくわえられている。
出所：経済産業省海外事業活動基本調査データベース（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kaigaizi/
index.html　アクセス日：2012 年 11 月 17 日）より作成。
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トワークの中心に位置し、アジア地域で生産されたものが米中市場へと輸出されている。在米
現地法人は、現地販売を行うだけでなく 14 兆円規模の第三国向け貿易を行い、アジア向けに
も 7,290 億円輸出されている。しかしアメリカにおける第三国向け輸出はそのほとんどがカナ
ダ、メキシコとの間での域内貿易である。興味深いのは中国においては、日本への逆輸入と現
地販売が多く、第三国向け輸出の比率はアメリカよりも低くなっている。だがアジア、北米で
地域経済統合が進むなかで、アジア各国からの企業内貿易による調達が、香港を含め約 4兆円
行われ、中国は現地販売額からみても、北米市場と並ぶ巨大市場へと発展している。
さらに各市場の構造を分析すると、米中両市場では日本への輸出、第三国向け輸出もさるこ
とながら、現地販売の割合が高く、日本企業にとって主要な利益獲得拠点となっている。現地
における販売先企業の内訳（2010 年度実績）は、アメリカで日本企業向け 8兆 1,030 億円、地
場企業向け 24 兆 2,437 億円、その他の企業向け 7,014 億円、中国では日本企業向け 6兆 8,889
億円、現地企業向け 12 兆 3,187 億円、その他の企業 7,148 億円となっている 37）。
続いて表 2で業種別販売動向を 2005 年度、2010 年度で比較すると、まず目に着くのがアメ
リカ市場における販売の落ち込みである。アメリカ市場では、リーマン・ショックを挟んだ 5
年間で販売額が約 20 兆円減少しており、日本の主力産業である生産機械、情報通信機械、輸
送機械、卸売業での落ち込みが特に著しく、この間に販売額を伸ばした業種は製造業では食料
品、非製造業では情報通信業のみとなっている。くわえて経常利益が約 1兆円減少しているこ
とから、事業の再編成を行う必要性に迫られている。
これとは対照的に中国市場は、5年間で販売額が 6兆 9,637 億円から 19 兆 9,223 億円へと激
増している。業種別では輸送機械の販売額増加は目覚ましく、2005 年の段階で 1,949 億円に過
ぎなかったものが、2010 年にはアメリカ市場と匹敵する 6兆 6,678 億円となっている。この結
果は中国市場が大きく拡大してだけでなく、アメリカ市場が大きく縮小した結果でもあるが、
この 5年間に中国での販売額が約 34 倍拡大したことになる。この他、鉄鋼、非鉄金属、金属
製品、電気機械といった業種でアメリカ市場よりも中国市場での販売が多くなっている。とは
いえ、製造業では最終財だけでなく、中間財が多く生産されていることから、純粋な販売市場
の規模は、成長が著しい中国とえどもアメリカには遠く及ばないのが現状である。
経常利益については、中国がアメリカのそれを凌駕しており、日本企業にとっての「稼ぎ頭」
となっている。これにくわえ、ASEAN4（マレーシア、タイ、インドネシア、フィリピン）に
おける経常利益もアメリカを上回っている。このことからアメリカは販売額に比べて経常利益
が少ない市場となっているのに対し、中国・アジア市場は、利益率・将来性が高い有望市場へ
と変貌を遂げているのである。つまり中国は世界経済の多極化の中心に位置している。
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Ⅲ　米中市場における撤退動向
1．日本企業による 2000 年代以降の現地法人撤退
多国籍企業の海外進出と撤退には、戦略性がある。これは 1960 年代から議論されていたこ
とだが、撤退は外部経済環境の変化のみならず、自社の積極的な経営戦略やグローバル企業と
しての利益極大化戦略の一環である場合も存在する 38）。
さてこれまで日本企業は、22,552 社の現地法人を設立し、9,903 社を撤退させてきたが、こ
のうち米中 2ヶ国で全進出件数の約 40％、全撤退件数の約 36%を占めている（1表）。だが米
中両市場を舞台とした現地法人の撤退動向は、大きく異なるものとなっている 39）。
まず表 1で新規設立現地法人数と撤退現地法人数をみると、進出・撤退ともに 1度の大きな
波が存在していることがわかる。進出における波は、2004 年から 2005 年にかけてあり、これ
は中国進出ブームを表している。また撤退については、2001 年から 2002 年の波がアジア通貨
危機、アメリカにおける ITバブル崩壊によるものとなっている。
撤退数については、どの年度を見ても、400 社以上存在し、最大の年は 2002 年で、605 社と
表 3　国別・地域別撤退現地法人数（単位：社）
2000 年以前 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
全世界 4,893 558 605 440 468 453 406 472 434 467 411 269 
  アジア 1,705 197 206 193 205 206 201 237 249 241 207 124 
    韓国 140 13 9 11 19 18 7 23 29 22 15 9 
    中国 242 42 40 43 55 61 77 82 94 111 84 57 
    香港 313 36 31 30 24 30 22 25 24 19 14 9 
    台湾 213 15 26 24 18 22 15 21 18 12 15 3 
    ベトナム 11 3 1 1 3 3 1 1 - 6 2 -
    タイ 151 17 17 14 16 13 15 15 31 14 30 14 
    シンガポール 260 34 41 34 23 19 26 22 32 24 19 20 
    マレーシア 145 15 17 16 32 13 17 21 7 10 12 4 
    インド 24 2 4 3 1 3 6 2 - 2 4 4 
北米 1,459 189 216 120 114 131 81 118 82 123 90 60 
    カナダ 123 14 11 11 7 8 2 7 4 10 5 5 
    アメリカ 1,336 175 205 109 107 123 79 111 78 113 85 55 
ヨーロッパ 962 130 126 86 104 79 79 76 77 83 92 55 
    イギリス 260 37 37 23 36 14 24 18 21 26 15 12 
    オランダ 104 19 16 13 12 12 11 13 11 9 14 5 
    フランス 122 13 11 11 11 16 9 11 11 10 14 10 
    ドイツ 151 24 21 14 16 15 14 12 14 12 15 7 
中近東 43 - 2 1 - 1 - - - 1 2 -
中南米 385 47 32 23 24 15 18 29 18 8 14 16 
アフリカ 89 1 2 1 2 2 4 6 1 1 - 1 
オセアニア 250 21 24 16 19 19 23 6 7 10 6 13 
注：① 子会社には、親会社による 100%所有子会社、多数株所有子会社にくわえ間接出資、少数株所有子
会社が含まれる。
　　②香港、マカオは、それぞれ 1997 年、1999 年に中国へ返還。
出所：経済産業省海外事業活動基本調査データベース（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kaigaizi/
index.html　アクセス日：2012 年 11 月 17 日）より作成。
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なっているが、不況期には、進出数が大幅に減少するため、撤退率が増大する傾向にある。こ
の動向は、撤退数が少なかった 1997 年以前とは、明らか異なる状況にある。従って、日本企
業は、進出と撤退を戦略的かつ日常的に行っていると考えることができよう。
アメリカでは 2000 年代以降、進出よりも撤退が多い状況が続いており、経済が比較的良好
であった 2003 年から 2006 年までの間においても進出が撤退を上回ったのは、唯一 2006 年の
みとなっている。つまりアメリカでは現地法人数の純減状態が続いていることになる 40）。中国
はこれとは真逆の状況にあり、常に進出が撤退を大きく上回っている。これを撤退率に換算し
てみると、アメリカでは ITバブルの崩壊とリーマン・ショック発生時に撤退率が 200％を超え、
多くの現地法人が撤退していることがわかる。中国においては 2006 年まで撤退が少ない時期
が続いたが、2007 年以降撤退率が上昇傾向にあり、日本企業による中国進出ブームが一段落し
たと考えられる。
世界全体で国別・地域別動向をみても、アメリカ、中国の撤退数は他の地域を大きく上回っ
ている。また海外進出が始まったばかりのベトナム、インド等の国々では撤退件数が少なく、
新規進出段階にあり、事業再編を行う段階にまで生産体制や市場が成熟していない。だが日本
企業が比較的早い段階から海外進出を果たしたタイ、マレーシア、シンガポール、イギリス等
の国々では、現地法人の撤退が日常的に行われ、事業再編や統廃合を含めた戦略的撤退が行わ
れていることがわかる。ただし、撤退率が上昇傾向にあるとはいえ、アメリカとは異なりアジ
アにおいては、景気変動による増減は存在しているものの、現地法人数は増加傾向にあり、日
本企業による海外事業のウエイトは、アメリカを含む先進各国から中国、インド、ベトナムな
どアジアを中心とした新興国にシフトしている。
2．米中両国における業種別撤退動向
さらに業種別動向へと分析を進めよう。表 4は 2005 年と 2010 年における業種別撤退現地法
人数を表したものだが、まず注目すべき点は日本企業の進出が著しい中国において、アメリカ
よりも多くの撤退が行われている点であろう。中国でも現地法人の進出の影に隠れる形で、多
くの現地法人が撤退しているのである。
これとは別に両国の間には、撤退動向でいくつかの差異が存在している。第一にアメリカで
は製造業の撤退よりもサービス業の撤退が多く、中国では製造業の撤退が半数以上を占めてい
る点である。これはアメリカにおいて非製造業である卸売業、サービス業、情報通信業といっ
た業種で撤退が多くなっているためであり、中国では製造業における進出そのものが多いため、
それと比例し撤退数も多くを占めるに至っている。しかし、中国においても 2010 年には非製
造業が 41.5％を占めるなど、非製造業における撤退が広がりを見せている。これは中国におけ
る外資系企業への規制緩和とサービス化の進行が大きく影響しているものと考えられる。
第二に製造業における撤退業種の違いである。これは米中における産業構造の違いが関係し
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ているが、アメリカでは製造業の撤退は輸送機械、情報通信機械に集中している。これに対し
て中国では 2005 年時点からすでに繊維業における撤退が 20 件に上っており、2010 年において
も 16 件と、全体の 10.9％を占めている。この他にも中国では化学、情報通信機械で撤退が多
く存在している。また非製造業ではサービス業の撤退が目立っている。卸売業における撤退は、
製造業親会社が所有している現地販売子会社が中心であり、製造業において撤退数が増加する
と関連する卸売業の撤退が増加する傾向がある。
このように業種別撤退動向を分析すると、日系現地法人の撤退はアメリカでは、輸送機械分
野において行われ、輸送機械分野における販売額も大きく減少している。これとは対照的に中
国の輸送機械分野での撤退は少なく、現地販売額を大きく伸ばしている。だが成長著しい中国
市場においても、繊維業による撤退が始まっており、全業種で唯一繊維業における販売額が減
少している。これらの結果から、日本の製造業関連現地法人は、その事業の中心を太平洋西海
岸から東海岸、さらにはインド洋へと移動させつつあり、中国を含めたアジアへとシフトしつ
つある。だが、中国においても繊維業など軽工業では国内生産から撤退し、他の地域へと移動
しつつあり、それがベトナムなどの国々における現地法人の増加に繋がっているといえる。
表 4　業種別日系現地法人の米中市場からの撤退（単位：件数、％）
2005 年 2010 年
全世界 アメリカ 中国 香港 全世界 アメリカ 中国 香港
撤退数 構成比 撤退数 構成比 撤退数 構成比 撤退数 構成比 撤退数 構成比 撤退数 構成比 撤退数 構成比 撤退数 構成比
合　　計 561 100.0% 130 100.0% 79 100.0% 30 100.0% 合　　計 608 100.0% 107 100.0% 147 100.0% 34 100.0%
製 造 業 255 45.5% 57 43.8% 57 72.2% 8 26.7% 製 造 業 237 39.0% 41 38.3% 86 58.5% 9 26.5%
  食 料 品 16 2.9% 3 2.3% 4 5.1% 3 10.0%   食 料 品 17 2.8% 1 0.9% 9 6.1% 1 2.9%
  繊　　維 31 5.5% - - 20 25.3% - -   繊　　維 23 3.8% 2 1.9% 16 10.9% 1 2.9%
  木材紙・パルプ 8 1.4% 1 0.8% - - - -   木材紙・パルプ 3 0.5% - - - - - -
  化　　学 40 7.1% 10 7.7% 3 3.8% 1 3.3%   化　　学 27 4.4% 5 4.7% 9 6.1% - -
  石油・石炭 6 1.1% - - - - - -   石油・石炭 - - - - - - - -
  窯業・土石 9 1.5% - - 5 3.4% - -
  鉄　　鋼 8 1.4% 5 3.8% 1 1.3% - -   鉄　　鋼 4 0.7% 1 0.9% 2 1.4% - -
  非鉄金属 8 1.4% 5 3.8% - - - -   非鉄金属 8 1.3% 2 1.9% - - - -
  一般機械 20 3.2% 5 3.8% 5 6.3% 1 3.3%   金属製品 7 1.2% - - 2 1.4% 1 2.9%
  電気機械 18 3.2% 3 2.3% 2 2.5% 1 3.3%   はん用機械 6 1.0% - - 4 2.7% - -
  情報通信機械 26 4.6% 4 3.1% 6 7.6% - -   生産用機械 15 2.5% - - 4 2.7% - -
  輸送機械 35 6.2% 12 9.2% 5 6.3% - -   業務用機械 6 1.0% 2 1.9% 3 2.0% 1 2.9%
  精密機械 9 1.6% 2 1.5% 1 1.3% - -   電気機械 11 1.8% 1 0.9% 5 3.4% 1 2.9%
  その他の製造業 38 6.8% 7 5.4% 10 12.7% 2 6.7%   情報通信機械 40 6.6% 10 9.3% 9 6.1% 3 8.8%
  輸送機械 34 5.6% 15 14.0% 5 3.4% - -
　   その他の製造業 27 4.4% 2 1.9% 13 8.8% 1 2.9%
非製造業 306 54.5% 73 56.2% 22 27.8% 22 73.3% 非製造業 371 61.0% 66 61.7% 61 41.5% 25 73.5%
  農林漁業 3 0.5% 2 1.5% - - - -   農林漁業 5 0.8% - - 1 0.7% - -
  鉱　　業 4 0.7% 1 0.8% - - - -   鉱　　業 4 0.7% 1 0.9% - - - -
  建 設 業 11 2.0% 1 0.8% 1 1.3% 1 3.3%   建 設 業 11 1.8% 2 1.9% 2 1.4% - -
  情報通信業 26 4.6% 8 6.2% 4 5.1% 1 3.3%   情報通信業 36 5.9% 7 6.5% 10 6.8% 2 5.9%
  運 輸 業 24 4.3% 5 3.8% 3 3.8% 1 3.3%   運 輸 業 36 5.9% - - 11 7.5% 2 5.9%
  卸 売 業 111 19.8% 28 21.5% 6 7.6% 9 30.0%   卸 売 業 125 20.6% 26 24.3% 16 10.9% 14 41.2%
  小 売 業 18 3.2% 5 3.8% 1 1.3% 2 6.7%   小 売 業 20 3.3% 5 4.7% 1 0.7% - -
  サービス業 52 9.3% 14 10.8% 5 6.3% 3 10.0%   サービス業 77 12.7% 10 9.3% 18 12.2% 5 14.7%
  その他の製造業 57 10.2% 9 6.9% 2 2.5% 5 16.7%   その他の製造業 57 9.4% 15 14.0% 2 1.4% 2 5.9%
注： 2005 年度実績と 2010 年度実績になる業種分類は、日本標準産業分類をもとに作成されており、2002 年、
2007 年の改定とあわせて変更がくわえられている。
出所：経済産業省海外事業活動基本調査データベース（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kaigaizi/
index.html　アクセス日：2012 年 11 月 17 日）より作成。
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3. 事業再編の中心主体と従業員数の変化
ではこれらの進出と撤退の中心主体は誰なのであろうか。
表 5は親会社資本金別の現地法人新設と撤退実績を表したものである 41）。この表によると海
外事業活動の中心主体は、親会社資本金が 10 億円超の大企業ということになる。進出につい
ては、資本金 3億円超の中堅企業であるか否かが、1つの分岐点となっている。撤退について
も同様の傾向を読み取ることができるが、100 億円超の企業で撤退活動を活発に行う傾向があ
る。つまり日本企業で海外進出と撤退を戦略的に実施しているのは、製造業か非製造業かに関
係なく、資本金 10 億円超の大企業なのである。
これとは別に表を添付することはできなかったが、撤退現地法人を親会社出資比率別に分類
すると、その多くが多数株所有現地法人となっており、さらに全体の 40％は 100％出資現地法
人となっている 42）。少数株所有現地法人の撤退は減少傾向が続いている。
くわえて撤退現地法人を事業継続期間別に分類したとしても、事業継続期間による撤退動向
の特別な違いは存在しない。だが概ね撤退現地法人は設立から 15 年未満で半数以上が撤退し、
長期に渡って事業継続を行っている現地法人は希な存在であるといえる。
さらに日本企業のアメリカ、中国での従業員数、給与総額について分析すると、明らかにア
メリカでは、従業員数、給与総額が減少し、中国ではこれらが大幅に増大していることがみて
とれる（表 6）。特にアメリカにおける給与総額は、リーマン・ショックを挟んで 5,000 億円減
少し、2005 年と比べ 3分の 2の水準にまで落ち込んでいる。業種別では単純な比較はできない
が、輸送機械で従業員数の減少幅が大きく 2万 3,600 人、給与総額で 1,900 億円減少し、一人
当り平均で 80 万円支給額が目減りしている。
中国においては、現地販売が拡大を続けており、従業員数は全体で約 28 万人増加、給与総
額は約 2倍に拡大している。この増加を牽引しているのが輸送機械とサービス産業である。輸
表 5　日本企業による 2006 年度の親会社別現地法人の新設・撤退（単位：社）
現地法人の新設
合　　計
5千万円
以下
5千万円超
1億円以下
1億円超
3億円以下
3億円超
10億円以下
10 億円超
100億円以下
100 億円超
1000 億円以下
1000 億円超 不明
 合　　計 427 8 18 9 46 129 126 90 1
 製 造 業 151 6 5 4 7 61 34 34  -
 非製造業 276 2 13 5 39 68 92 56 1
現地法人の撤退・移転
合　　計
5千万円
以下
5千万円超
1億円以下
1億円超
3億円以下
3億円超
10億円以下
10 億円超
100億円以下
100 億円超
1000 億円以下
1000 億円超 不明
 合　　計 470 11 12 14 44 90 169 88 42
 製 造 業 224 6 7 5 27 41 83 32 23
 非製造業 246 5 5 9 17 49 86 56 19
出所：経済産業省　大臣官房　調査統計グループ　企業統計室『海外事業活動基本調査』第 37 回（2006
年度実績）より作成。
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送機械は 2005 年にはデータを採ることができなかったが、2010 年には 28 万人以上の従業員を
雇用するに至っている。また非製造業ではすべての業種で従業員数が純増し、現地販売を担う
人材がこの 5年間で強化されていることを物語っている。サービス業へと海外事業活動の多様
化が進むなかで、中国では情報通信機械、繊維業で従業員数の減少と一人当り給与平均支給額
の増加が同時に見られることから、中国国内における生産コストの増大は明らかである。その
ため労働集約型産業である繊維業、情報通信機械では、従業員数がそれぞれ 2万人減少してい
る。
ここまで撤退動向の分析から日本企業は、資本金 10 億円超の大企業を中心的担い手としな
がら、事業活動の軸足をアメリカから中国などアジアへと移しつつあることが明らかとなった。
これは中国における現地販売の増加もさることながら、リーマン・ショックを契機としたアメ
リカ市場における現地販売額の大幅な減少と、それにともなう事業再編および戦略的撤退に
よってもたらされた結果である。だが市場と事業の拡大が続く中国でも、労働集約的な一部製
造業で撤退数の増加や従業員数の減少がみられ、当該産業は他のアジア地域へと移転しつつあ
り、サービス化、販売拠点化が急速に進んでいるのである。
表 6　日系現地法人の米中市場による従業員数および給与額（単位：人、百万円）　
2005 年 2010 年
アメリカ 中国（本土） アメリカ 中国（本土）
従業員数 給与総額 1人当給与 従業員数 給与総額 1人当給与 従業員数 給与総額 1人当給与 従業員数 給与総額 1人当給与
合　計 594,062 1,816,565 3.058 1,206,810 327,305 0.271  合　計 547,727 1,317,861 2.406 1,482,900 639,587 0.431 
製 造 業 406,940 1,204,179 2.959 1,110,560 274,493 0.247 製 造 業 348,138 794,454 2.282 1,315,916 505,493 0.384 
 食 料 品 - - - 70,496 20,034 0.284  食 料 品 - - - 90,427 8,759 0.097 
 繊維 - 6,556 - 72,306 28,627 0.396  繊維 1,793 6,384 3.561 54,840 12,010 0.219 
 木材紙・パルプ 1,564 10,584 6.767 7,168 1,820 0.254  木材紙・パルプ 1,312 8,258 6.294 7,068 3,043 0.431 
 化学 30,321 146,336 4.826 42,412 15,050 0.355  化学 32,676 152,396 4.664 45,073 27,630 0.613 
 石油・石炭 137 515 3.759 - - -  石油・石炭 210 1,276 6.076 1,401 645 0.460 
 窯業・土石 - - - 22,623 7,905 0.349 
 鉄　鋼 6,670 13,188 1.977 13,676 - -  鉄　鋼 - - - - - -
 非鉄金属 5,044 8,500 1.685 18,832 3,882 0.206  非鉄金属 - - - 29,423 9,910 0.337 
 一般機械 25,736 103,333 4.015 72,918 23,896 0.328  金属製品 3,585 10,377 2.895 38,388 19,270 0.502 
 電気機械 14,125 64,262 4.550 179,262 34,906 0.195  はん用機械 11,130 - - - 14,234 -
 情報通信機械 66,114 205,697 3.111 346,297 78,967 0.228  生産用機械 10,102 32,506 3.218 27,174 11,447 0.421 
 輸送機械 160,582 497,210 3.096 - - -  業務用機械 - - - 85,443 26,914 0.315 
 精密機械 7,590 31,799 4.190 50,594 7,144 0.141  電気機械 15,827 28,356 1.792 140,978 69,735 0.495 
 その他の製造業 - - - 80,929 20,881 0.258  情報通信機械 - - - 334,861 137,764 0.411 
 輸送機械 136,848 307,948 2.250 280,594 111,443 0.397 
  その他の製造業 64,873 29,592 0.456 94,351 - -
非製造業 187,122 612,386 3.273 96,250 52,812 0.549 非製造業 199,589 523,407 2.622 166,984 134,094 0.803 
 農林漁業 - - - - 157 -  農林漁業 266 994 3.737 3,193 347 0.109 
 鉱　業 - 162 - - - -  鉱　業 432 - - 560 - -
 建 設 業 2,184 11,244 5.148 2,717 3,122 1.149  建 設 業 - 15,426 - 5,074 4,701 0.926 
 情報通信業 8,137 - - 9,535 8,538 0.895  情報通信業 - - - 22,948 19,409 0.846 
 運 輸 業 15,019 38,301 2.550 18,235 4,455 0.244  運 輸 業 8,807 26,696 3.031 27,178 12,631 0.465 
 卸 売 業 80,782 382,235 4.732 31,296 23,992 0.767  卸 売 業 109,190 315,671 2.891 57,759 69,575 1.205 
 小 売 業 57,113 79,757 1.396 15,784 4,513 0.286  小 売 業 32,031 13,736 0.429 28,614 11,333 0.396 
 サービス業 10,276 40,329 3.925 9,976 5,810 0.582  サービス業 12,971 50,652 3.905 12,084 12,393 1.026 
 その他の非製造業 - 21,342 - 4,437 - -  その他の非製造業 13,584 35,524 2.615 9,574 - -
注： 2005 年度実績と 2010 年度実績になる業種分類は、日本標準産業分類をもとに作成されており、2002 年、
2007 年の改定とあわせて変更がくわえられている。
出所：経済産業省海外事業活動基本調査データベース（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kaigaizi/
index.html　アクセス日：2012 年 11 月 17 日）より作成。
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おわりに：日本企業による「アジア・シフト」とは
ここまで、不十分ではあるが、日本企業の米中両市場における海外事業活動を分析してきた
が、撤退動向を含めて分析することで、これまで進出のみでは析出できなかったアジアへの事
業転換の実態を一部分とはいえ把握することができた。本論文では、経済のグローバリゼーショ
ンが進むなかで、新興国での海外事業活動が質・量とにも強化されており、2000 年代後半に発
生したリーマン・ショックと先進国の成長率の鈍化により、新興国・発展途上国における事業
活動の強化がより鮮明な形で表れる結果となったが、ここから日米中関係における論点を 3点
見出すことができる。
まず進出と撤退の動向を分析すると日本企業は、明らかに中国への進出を加速させ、アメリ
カは現地法人の撤退と事業再編の方向に向かっているということである。これは中国における
現地販売額の急速な拡大と、リーマン・ショック以後のアメリカ市場での販売額の低迷からも
読み取れる。またアメリカでは 2000 年代以降、現地法人数が純増となった年は 1度しかなく、
事業再編が日常のように行われていることが明らかとなった。
次に業種別に分析をくわえると、アメリカでは製造業における自動車産業の撤退が目立って
おり、中国では製造業のうち自動車産業が、さらには非製造業部門全体で事業拡大が起ってい
る。特に 2005 年と 2010 年を比較すると、中国における自動車産業の発展ぶりは目覚ましく、
販売額、従業員数ともに大幅な増加を示している。これとは対照的にアメリカにおける自動車
産業の販売額は半減しており、従業員数でも 3万人の減少となっている。だが、中国において
もすべての業種で事業拡大が行われているわけではなく、繊維業、情報通信機械では、現地法
人数が減少し始めていることから、日本企業の現地法人においても、アメリカから中国そして
他のアジア地域へと、環太平洋を舞台とした産業の移転が見受けられる。
第三に、アメリカにおける撤退と中国における進出の中心的担い手は、資本金 10億円以上の
大企業であり、多数株所有子会社、少数株所有子会社関係なく、撤退が行われているのである。
このように日本企業の海外事業活動は、その中心をアメリカから中国などアジア地域へと移
しつつあり、日本企業にとってアメリカ市場の地位は相対的に低下している。これは、一方で
これまで生産拠点として位置づけられてきた中国をはじめとしたアジア地域が市場として成長
しつつあることの表れであると同時に、経済のグローバリゼーションが深化したことに他なら
ないが、他方で、アメリカを中心とした世界経済構造が変容しつつあることを意味している。
国際政治状況を支える世界経済構造は、多国籍企業による海外事業活動の「アジア・シフト」
により多極構造へと変容しており、アメリカによる外交政策および通商政策もまた、世界経済
構造の変化への対応を迫られていると言えよう。ただし、2012 年夏頃から日中間で深まった領
土を巡る対立から、日本企業による中国事業の拡大は先行き不透明な状況にあり、今後の政治
動向に注視する必要がある。
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